
次年度のコストの方向性（→その理由）

改善内容(課題解決に向けた解決策）

具体的内容とスケジュール

事業の課題認識，改善の視点（次年度にどう取り組むか）

基本事業
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政策

画
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総
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担当課

事業の基本情報

事務事業マネジメントシート

予算科目コード

事務事業名

根拠法令・条例等

市民協働

計画期間

なぜ，この事業を実施しているか？　何をどうするための事業か？

内容（何の業務活動をどのような手法で行うか）背景（なぜ始めたのか）

目的及び期待する効果（誰（何）をどうしたいのか）

（参考）基本事業の目指す姿

目的達成のための課題（問題点，現状分析，課題設定）

健やかに暮らせるまち

地域福祉の推進

地域福祉計画管理事業

地域福祉計画管理事業

地域福祉意識の高揚と担い手育成

急速な少子高齢化や地域のつながりの希薄化，福祉ニーズの多様化に
より地域福祉の必要性が増し，社会福祉法に基づき平成23年度に「地
域福祉計画」を策定した。
また，同時期に市民の主体的な福祉活動の推進を図るため，社会福祉
協議会では「地域福祉活動計画」が策定された。

□増加

□維持

□削減

平成24年度～

01-030101-13 単独
社会福祉法第１０７条

　住み慣れた地域で，誰もが安心して暮らすことができるよう，市民
が主役となって進める地域づくり，支え合いづくりに取り組むために
，市民の福祉活動を支援する。

事業協力

　地域福祉計画の進行管理や推進方策の検討において，毎年，振り返
り評価を行い，その評価に際し施策関係課による担当者会議や連絡調
整員会議で，現状把握，進捗状況の確認を行い，施策や推進方法につ
いて協議し，計画の推進を図る。また，地域福祉計画の円滑な推進を
図るために「地域福祉推進委員会（委員19名）」を設置している。 守
谷市地域福祉計画及び守谷市地域福祉活動計画に基づく課題並びに地
域における身近な生活上の課題に対応する事業を支援するために，「
地域福祉活動助成制度」や「地域担当職員制度」を実施する。
※守谷市地域福祉推進委員会設置要綱
　守谷市地域福祉計画検討委員会設置要綱

平成28年度

市民の地域福祉に関する意識を高め，個人又は市民活動団体が地域福
祉活動の担い手となるよう支援する。

任意的事務

社会福祉課



成果の動向（→その理由）

指標名

今年度の取組（評価、課題への対応）前年度の評価（課題）

事
業
費

評価（指標の推移、今後の方向性）

前年度の評価（課題）を受けて、どのように取り組んだか（今年度の振り返り）

今後の事業の方向性（→その理由）

コストの推移

項目

計

国・県支出金

地方債

その他

正職員人工数（時間数）

正職員人件費

トータルコスト

一般財源

        10.00

        30.00

        13.00         14.00         18.80        100.00

        23.60         21.90         21.90         23.00

          82          135        7,789        8,446        8,470

地域福祉計画管理事業

           0

           0

           0            0            0        6,180        6,204

          82          135        1,856        2,266

           0

       2,266

           0            0            0

           0            0            0            0

          82          135        1,856        8,446        8,470

　地域福祉計画及び地域福祉活動計画に関する進捗状況の確認や評価
，地域福祉計画等の各施策の推進のための支援策の検討協議を行い，
地域福祉の推進を図った。

□向上

■横ばい

□低下

□拡大

□縮小

■維持

□改善・効率化

■統合

□廃止・終了

           0            0        5,933            0            0

       0.00        0.00    1,447.00        0.00        0.00

　今年度に策定した「第２期守谷市地域福祉計画」に基づき，市民計画である「第２期地域福祉活動計
画」と連携を図りながら，地域福祉を更に推進していく。また，平成２９年度からは，「地域福祉活動
助成金事業」を統合し，各地域における地域福祉活動の活性化を促進する。

H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度予算 H30年度見込

　地域福祉計画及び地域福祉活動計画は，いずれも５カ年計画の最終年度に当たり，それぞれの計画に
基づく市による取組及び市民による各地域で実施される取組が行われている。しかし，この1年間に地
域福祉活動に参加した市民の割合は前年同様21.9％と停滞している。
　※【指標①の考え方】29年度から第2期計画が開始されるため29年度以降については，施策全体の達
成率としてる。

第１期守谷市地域福祉計画における課題別目標の
うち，達成又は完了している施策数（事業）

この１年間に地域福祉活動に参加した市民の割合
（％）

　地域における生活や福祉を取り巻く環境の変化に対応するため，第
１期計画の基本理念と基本目標を継承しつつ，地域福祉を更に推進す
るための方向性を示すため「第２期守谷市地域福祉計画」を策定した
。

基準値（H26） H27年度 H28年度 H29年度 目標値（H33）


